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表 1 . バイオ企業の 連携行動モデル 

マネジメン l 

連携行動と方向性 

的づ 外 白ト 外 

委託 受託 

供与 獲得 
導出 導入 
譲渡 取得 
提携 提携 
月ヨ言責 審査 

発表 発表 
供給 調達 

建設 建設 
提案 提案 

支援 支援 
登録 登録 
評価 評価 

支払 受 取 
出資 出資 
寄付 寄 ィ寸 

育成 育成 
ヨ 苛て 。 ュ ユム " ヨ 毒 5[ 。 """ 玉 L 

改編 改編 

引
進
 

取
推
 

引
 
取
 進
 
推
 

 
 

く 社外 ノ 

く 社内 ノ 

 
 

  

( 例 ) 連携行動 

研究開発 生産 販売 

開発 権 製造 権 販売 権 
基礎技術 生産技術 
工業主有権 製造 権 
研究開発 生産 販売 
承認審査 
研究成果 

原料・製品 

研究施設 生産施設 販売チャネル 
研究課題 

技術支援 生産支援 販売支援 
Wf 多 @: 用データベース 

技術評価 

講座設置 

新研究組織 

研究組織 生産組織 販売組織 

図 1 . 連携行動モデルと 外部パートナーとの 関係 

本部 
オペレーション 

包括的実施 権 

株式 
戦略的提携 
上場 
広報 
資金 

工場 

経営支援 
共通データベース 
経営評価 

ロイヤルティ 
資本参加 

経営支援 
人材育成 
新会社 (JV) 
M&A 

司法 
普及啓蒙活動 

/ Ⅹ 

  

  国内 海外 
Ⅰ 

ナ 行政 大学 研究所 企業 行政 大学 研究所 企業 

  

    憶 Ⅰ Ⅰ ? 

4 Ⅰ @   企業の境界 

マネジメントステージ 研究開発 生産・ 販売 本部 

方向性 行動 サービス オペ い ション 

連 

携 内 つ外 

ィラ 

動 力毛 外 連携行動 
  
  
  
ル 内 ト覚 
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3 . パネ 、 ルデータと効果推定の 方法 

パネ 、 ルデータとは、 時系列データとクロスセクションデータを 組み合わせたデ 

ータをい う 。 データ構造は 時間方向 ( 縦方向 ) に長く、 個体方向 ( 横方向 ) に短い構造 

なしている。 データは異時点間に 亘 るため、 時点をまたがる 企業行動をミクロレ 

ベルで捉えることができる。 モデルの効果推定は 次の方法で行った。 

第一の方法は 、 プ一 リング推定 (poolingeStimation) 。 この推定方法はいわゆる 

古典的な最小二乗法 (OLS) 推定であ る。 全ての個体が 同じ定数項、 同じ傾きを持 

ち個体間に不均質性は 存在しないと 考える。 第二の方法は、 固定効果推定 (HXed 

e 任 ， ectestimation) 。 これは、 個体の不均質性を 考慮して、 個体の傾きは 同一だが 

定数項がそれぞれの 個体で異なると 考える。 そして第三の 方法は、 変量効果推定 

(randome 丘 ectestimation) であ る。 個体の不均質性を 表す定数項が 確率的に決ま 

ってくる点が 固定効果とは 異なる。 

4 . モデルの仕様 

(1 泊 的 

次の 2 つの課題を パネ、 ルデータ・モデルに よ り実証する。 

①バイオ企業の 連携行動と経営成果 ( 売上高 ) との関係を明らかにする。 

②バイオ企業の 連携行動と研究開発投資 ( 研究開発費 ) 、 研究成果 ( 特許件数 ) 

の 関係を明らかにする。 

(2) モデル 

①モデル 1 : バイオ企業の 経営成果 ( 売上高 ) を従属変数とし、 研究開発投資 ( 研 

究開発費 ) 、 企業 ; の全経営ステージの 連携行動件数を 独立変数とした。 

モデル式 : Saoles" 二八 1) 』，Ⅰ +Cofla 八   ・ y+z.a+g は 

S" ね， ": 企業 ソのァ 期の経営成果 ( バイオ事業売上高八皿 り 企業 ブの Ⅰ期の研究開 

発 投資 ( バイオ事業研究開発費 八 CoAlaTs": 全経営ステージの 連携行動の件数、 

グ， a: 観測されない 企業 イの 属性、 e,,: 授乳 項 

②モデル 2 : 研究開発投資 ( バイオ研究開発費 ) を従属変数とし、 研究開発ステ 

一ジの 連携行動件数を 独立変数とした。 

モデル式 : RDs,, 二 Col ぬ Rs ルノ +z 巨 + ど，， 

朋町 企業 芽 0% 期のバイオ事業の 研究開発投資 ( バイオ研究開発費 ) 、 c 。 № 廊 "     

研究開発ステージの 連携行動の件数 

③モデル 3 : 研究成果 ( 特許件数 ) を従属変数とし、 研究開発ステージの 連携行 

動件数を独立変数とした。 

モデル式 : P 併 B,, 二 Col1 ㎡ む "P+z 巨 + ど ，， 

用用 " : 企業 ヱ 0% 期のバイオ特許件数、 Coll"R, パ 研究開発ステージの 連携行動件数 

(3) 分析対象期間、 標本件数 

分析対象期間は 1992 年 3 月から 2004 年 3 月までの 122 年間、 標本企業の件数 
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は 46 社、 全観測恒数は 552 件であ る。 

(4) 使用したデータ 

企業別の売上高、 研究開発費は 日経の財務データベースから 抽出し、 使用した。 

バイオ特許件数は 特許庁の IPDL でライフサイエンスコードを キ 一に検索、 抽出 

した。 また連携行動データは「連携行動モデル」に 準拠して企業の 連携事例を数 

値 情報に変換して 作成した。 財務データベースの 売上高及び研究開発費にはバイ 

オ事業以外の 事業の値が含まれている。 そのためバイオ 事業の値にできるだけ 近 

づける必要があ った。 売上高、 研究開発費は 下記の計算で 求めた値でデフレート 

してバイオ事業売上高およびバイオ 事業研究開発費とした。 

バイオ事業売上高 = 会社売上高木バイオ 関連特許件数 / 会社特許件数 

バイオ事業研究開発費姉会社研究開発費 求 バイオ関連特許件数 / 会社特許件数 

(5) 使用したソフトウェア 

モデルの分析には、 経済データの 分析に最も多く 使われているソフトウェアで 

あ る TSP(Time Se 「 iesProcessor れ ・ 5 を用いてプロバラムを 作成、 使用した。 

5 . 推定結果と考察 

モデルの推定結果は 次の表 2 に示す。 

表 2 . モデルの推定結果 

推定方法 係数 モデル 1 モデル 2 モデル 3 

推定値 タ恒 推定値 戸値 推定値 タ値 

プ一 リン タ 6.71815@ ． 000@ 2453.44@ ， 000@ 4.36218@ ・ 000 

グ 推定 ア ー 462.175  .676         

固定効果 タ 2.92243@ ． 000@ 9353.22@ ， 000@ 1.62584@ ， 000 

推定 グ 449.425@ ・ 366         

変量効果 タ 3.60448@ ． 000@ 669.534@ ， 000@ 1.67284@ ・ 000 

推定 Z 210.971@ ・ 670         

モデル 2 およびモデル 3 の推定値は有意 ( ク 値が 0) であ り、 バイオ企業の 連携 

行動と研究開発投資および 研究成果との 間には強い相関が 認められた。 一方、 モ 

デル 1 の推定結果は、 研究開発投資の 推定値は有意となったが、 連携行動の推定 

値は有意とはならず、 経営成果 ( バイオ事業売上高 ) と連携行動の 関係性を実証す 

ることはできなかった。 企業の売上高の 形成は経営プロセスの 様々な要因が 重な 

って決定されてくる。 連携行動がこのプロセスのなかで 有効に機能していること 

は想定できるがそのプロセスは 複雑で、 それを計量モデルで 実証することは 困難 

であ った。 
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